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はじめに
　1989 年の出入国管理及び難民認定法（入管
法）改正により、1990 年代以降、日系ブラジ
ル人をはじめとする外国人住民が急増し、外国
人が集住する地域の学校を中心に日本の学校は
外国人児童生徒教育への取組みが求められるよ
うになった。1989 年入管法施行から 20 年以上
が経過した現在、外国人児童生徒は全国の学校
に散在する傾向にあり、こうした異文化や多文
化を背景に持つ外国人の子どもへの対応は、日
本のどの地域のどの教員にも起こり得ることと
なっている。また、日本の学校教育では国際理
解教育のより一層の充実が期待されており、さ
らに今後、小学校の外国語活動の開始学年引下
げや英語の教科化を控える。このような多文化
化、国際化が進む環境で、国際的視野を持ち、
異文化や多文化といった多様性に対応する力を
備え、指導力を発揮できるグローバル人材とし
て教員を育てる多文化教師教育に取り組むこと
は、教員養成系の大学・学部の急務の課題であ
る。
　教職におけるグローバル人材育成は、2012
年の中央教育審議会答申「教職生活の全体を通
じた教員の資質能力の総合的な向上方策につい

て」においても触れられている。そこでは、グ
ローバル化に対応した人材の育成を目指して、
教職課程を置く大学で教員を志望する学生の海
外留学を促進することという提案が示されてい
る（中央教育審議会、2012）。
　大学生の海外留学の促進は、近年の世界的潮
流となっており、グローバル人材育成の手段の
一つとして、日本の大学でも事業の拡大が進む。
海外留学の効果についてはアメリカを中心にこ
れまで多くの実証研究が行われてきており、海
外留学は、異文化や自文化への理解といった学
生の知的側面に影響を与え、異文化への感受性、
自律性の伸長、多様な文化への寛容さも高めら
れること、また、自立心、自己依存心、決断力、
他者を寛容・理解する力、自信、適応能力、柔
軟性などの獲得や伸長というように情緒面への
効果も報告されている。さらに、海外留学経験
者が留学経験をその後の進路に生かして、国
際系の職につくといった行動面への影響もあ
ることが指摘されている（Mahon & Cushner, 
2007）。
　このように海外留学は、学生が多様性に対応
できる力や国際的視野を獲得しうる絶好の機会
である。近年、日本政府によって日本人学生の
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の大学がリソースを共有して実施するコンソー
シアム型、（2）大学の本部や国際部などが主導
して進める形態、そして（3）教育学部が学部
内で実施する形態の 3 種類がある（Mahon & 
Espinetti, 2007）。それぞれの形態に長所および
短所があり、どの形態を採用するかについても
海外教育実習の導入を検討している大学にとっ
ての懸念事項となるが、いずれの形態におい
ても、教員養成プログラム（教職課程）のカリ
キュラム、教員養成系学部のミッション、教員
養成の理念、教員免許、法規制、課程認定との
整合性を考えることが、海外教育実習を新たに
開発し、運営する際の最も難しい点の一つと言
われる（Mahon & Espinetti, 2007）。最近では、
国内の教育課題への対応を優先する教員養成プ
ログラムの導入の影響から、それまで実施して
きた海外教育実習を停止したオーストラリア
の大学の例が報告されている（Cruickshank & 
Westbrook, 2013）。
　アメリカでは、キャンパスや大学生の学習
体験の国際化をより促進させる必要性が生じ
た 1990 年代以降、海外留学を卒業必修科目と
して位置づけるなどの方法で海外留学をカリ
キュラムに有機的に接続する「海外留学のカリ
キュラム統合（curriculum integration of study 
abroad）」という概念が、大学関係者の間で注
目されるようになった。とりわけ必修科目など
でぎっしりと詰まったカリキュラムを持つ理学
部、工学部、看護系や教員養成系などの専門職
養成系学部の学生に対して、カリキュラム統合
を意識した海外留学の機会を提供することは
重要であり、有効に機能すると考えられてい
る。現地調査を組み込んだ理学部生向けの海外
留学プログラム、海外で一部日程を実施する工
学系のデザイン研究プロジェクト、海外看護実
習、海外教育実習など各領域のカリキュラムに
海外留学が効率的に統合されれば、これらの領
域の学生は海外留学により参加しやすくなる

（Woodruff & Henry, 2012）。このように、海外
教育実習は教員養成系学生の海外留学への参加
数増加に貢献する手段として期待されている
が、開発・運用にあたってはカリキュラムへの
統合に特段の配慮が必要となる。
　ところで、昨今、日本の大学では教員志望の

海外留学の促進を目的とした様々な施策が展開
されている。本国の大学に在籍しつつ、1 ～ 2
学期間の交換留学や語学学習・異文化体験を目
的とする短期研修といった大学間協定による留
学に参加する学生に奨学金を支給する制度も導
入され、交換留学や長期休暇期間中に短期の語
学文化研修などの海外留学に参加する日本人学
生の増加につながっている 1)。また、少しずつ
ではあるが現地の学校や児童施設などを訪問す
る海外教育体験プログラムを実施する大学の事
例も報告されている。しかし、日本の大学にお
いて教員養成系学生をメインターゲットにした
海外研修を積極的に実施している例はほとんど
ない（田中、2014）。また、教員養成系学生の
海外留学参加率は、他専攻の学生と比べても低
いままである。海外留学に参加する日本人学生
のうち専攻別に見た教員養成系学生の構成比は
1.7％と小さく（日本学生支援機構、2015）、実
数の 751 人を日本の大学で教育学を専攻する学
生数 183,783 人（総務省統計局、2015）の中に
位置づけるとわずか 0.4％を占めるのみである。
教員養成系学生は、教員養成課程のカリキュラ
ムや制度の制約から交換留学や海外短期研修へ
の参加を躊躇したり、断念する学生も多い（森・
児玉、2012）。
　この問題を解消するものとして期待される
方法が、海外教育実習である。海外教育実習
は、アメリカ、カナダ、オーストラリアといっ
た移民受け入れ社会の大学で教員養成系学生に
国際経験を積ませ、多様性に対応できる力を身
につけるための有効な手段として、留学、カリ
キュラムの国際化に並ぶものとして挙げられて
いる。海外教育実習は、教師を目指す学生が派
遣される国、学校、地域社会といった普段の環
境とは異なった場に自分の身を置く貴重な機会
となる（Quezada, 2004）。また、近年、体験的
教育を重視するようになっている世界各国の高
等教育において、サービスラーニング、国際教
育、海外留学といった体験的教育の 3 形態が組
み合わさった国際サービスラーニングは、特に
効果的な学習活動であるという評価がなされて
いる。海外教育実習も、国際サービスラーニン
グの一形態である（Bringle & Hatcher, 2011）。
海外教育実習の運営の主な形態には、（1）複数
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が、教員は依然として民族、階層、性別などの
点で同質であり、教員構成の多様化はあまり進
んでいないと言われる。2006 年の国勢調査に
基づいて算出された数値によると、オンタリオ
州の居住人口の中でヴィジブル・マイノリティ
の占める割合 22.8％からオンタリオ州の教員の
中でヴィジブル・マイノリティ教員の占める割
合 9.5％を差し引いたポイント差は 13.3 ポイン
トであり、都市部のトロントに限定するとポイ
ント差は 23.8 ポイントにまで上昇する（Ryan, 
Pollock, & Antonelli, 2009）。また、教員養成系
の大学・学部では、言語的・文化的に多様な
子どもの持つニーズに対応できる教員の養成
の遅れが指摘されてきた（Walsh & Brigham, 
2008；Mwebi & Brigham, 2009）。
　子どもの言語的・文化的背景の多様化への対
応策としては、次の二つが挙げられる。一つ目
は、採用によって教員構成の多様化を進めるこ
とであり、その例としては、過去にカナダ国外
で教員の資格を取得したり、教員経験を持つ
移民にカナダの教員免許を与え、教員として
採用すること（Walsh, & Brigham, 2008; Cho, 
2013）、大学教育学部が入学者選考おいて先住
民やヴィジブル・マイノリティなどカナダ社会
でこれまで社会的不利な立場に置かれてきた
集団を対象に特別な人数枠を設置することが
挙げられる。オンタリオ州では、それぞれに
ついてすでに具体的な取り組みが行われてい
る（Childs & Ferguson, 2013; Ontario College 
of Teachers, 2015; Wilfrid Laurier University, 
2015）。
　二つ目は、異文化理解や国際理解に関する科
目の設置・拡充・必修化、海外教育実習などの
海外体験機会のカリキュラム上への配置であ
り、既存の教員養成課程を多様な文化に配慮で
きる教師教育プログラムへと改革していくこと
である。
　多様性に対応できる教員を養成することの必
要性は、人口の多様化が急速に進んだ 1970 年
代のアメリカで認識されるようになった。ア
メリカでは大学の教員養成プログラムの設定
権限は州に属しているため、州独自に設定する
地域や非政府的な自発的資格認定機関による
設置基準を利用する地域など州ごとに異なって

学生が教育実習以外の時期に、長期間、学校現
場で実践経験を積む学校インターンシップの取
組みが広がっており、中央教育審議会も学校イ
ンターンシップを教員免許取得に必要な科目・
単位として認める案を示している（中央教育審
議会教員養成部会、2015）。一方で、学生を受
け入れる学校側の負担の増加と共に、教職課程
のスケジュールとの接続も課題として指摘され
ている（『朝日新聞』2015 年 9 月 12 日朝刊）。
既存の教育実習とは異なる方法でこれからの学
校教育を担う教員に必要な資質能力を育成する
取り組みという点では、移民受け入れ社会にお
ける海外教育実習と日本の学校インターンシッ
プは共通しており、海外教育実習のカリキュラ
ム統合について検討することは、これからの時
代の教育を担う教員を養成する制度の改革に取
り組む日本にも示唆を与えるであろう。
　そこで本稿では、移民受け入れ社会の一つカ
ナダ・オンタリオ州の大学の教員養成プログラ
ムにおける海外教育実習を事例に、多様性に対
応できる教員の養成の実態と課題を、海外留学
の教員養成プログラムへの統合の観点から考察
する。

1. 移民社会カナダの多文化教師教育
　カナダは、1869 年のカナダ連邦としての建
国以前から、先住民、移民といったさまざまな
言語的・文化的背景を持つ人々で構成されてき
た社会であり、多様な文化への対応を図ること
は国家の重要な課題とされてきた。人口構成や
住民のニーズは、多様化の一途をたどっており、
1980 年代以降増加したヴィジブル・マイノリ
ティと呼ばれる人々に対応することは、カナ
ダの特に都市部では必須の課題となっている。
ヴィジブル・マイノリティとは、1967 年の移
民制度改定の影響を受けて増加したアジア、ア
フリカ、中南米、中東などの出身者で、外見や
習慣がそれまでのヨーロッパ系移民とは著しく
異なるため、このように呼ばれる。
　本稿で取り上げるオンタリオ州はカナダ最大
の都市トロントを擁し、カナダ全州の中でも人
口の多様化が特に進む地域である。このように
都市部を中心にカナダでは住民や子どもの言語
的・文化的背景の多様化が急速に進んでいる
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資料に基づいて審査を行い、設置の可否を決定
する。
　オンタリオ州では、2015 年度から、オンタ
リオ州内の大学で 2 年制の教員養成プログラム
が開始された。これは 1970 年代に現在のよう
な教員養成プログラムに整理されて以来の改定
であり、教育実習の最低時間数の倍増、特に子
どものメンタルヘルスの問題、福祉、保護者の
学校参加や学校との意思疎通、特別支援教育、
オンタリオの子どもの多様化、オンタリオ社会
の現状、情報技術を用いた学習指導に焦点を合
わせた教職科目の内容の充実が図られることと
なっている。
　この変更に伴って、2014 年に OCT 課程認定
規則の改定が行われ、各大学の 2 年制教員養成
プログラムにおいて扱われるべき項目について
の附則が設けられた。附則には、「カリキュラ
ムについての知識」、「教育方法や学習指導法に
ついての知識」、「指導を行う環境についての知
識」という 3 項目があり、それぞれ教員養成プ
ログラムで扱わなければならない小項目が明記
されている。例えば、「教育方法や学習指導法
についての知識」では「教員養成プログラムで
は、学習指導言語である英語あるいはフランス
語以外の言語を第一言語とする子どもへの教育
支援の方法について扱うこと」が求められてお
り、「指導を行う環境についての知識」の項目
は「学校が位置するオンタリオに関する知識」
を教員養成プログラムで取り上げることを求め
ている。
　そして、新教員養成プログラムへの改訂作
業を各大学が行う際の参考資料として OCT
が作成・発行した『課程認定リソースガイド

（Accreditation Resource Guide）』では、附則
で加わった項目を含む新しい教員養成プログラ
ムを履修することによって学生が身に付けるこ
とのできる知識、能力について解説が記載され
た。多様性への対応に関わる知識や能力の例と
しては、「すべての子どもの文化的・言語的多
様性に配慮し、それらを採り入れ、尊重する教
室環境を作り出す力（p.17）」、「公正、多様性、
包摂性、社会正義、そして、教員が障壁を認識
し取り除き、社会変革を起こす役割を担う存在
であることについての理解（p.27）」、「オンタ

いるが、多様性に対応できる教員の養成に関
する全国的な基準が存在する。例えば、全米
の教師教育機関の認証評価を担当している全
米教師教育資格認定協会（National Council for 
Accreditation of Teacher Education: NCATE）
は、1979 年に「教育学部・学科の認可のための
専門基準」に多文化教育に関するスタンダード
を新設し、1981 年にはこのスタンダードに沿っ
て教員養成プログラムの中に多文化教育を位置
づけるよう加盟大学に要求した（森茂、2007）。
カナダもアメリカと同じように、州が教育自
治を有しており、10 州と 3 準州それぞれの高
等教育機関も州独自のシステムや法規に従っ
て運営されている。なお、カナダの 61 大学
の教育学部が加入するカナダ教育学部長協会

（Association of Canadian Deans of Education）
が、2006 年に「教員養成に関する合意」を締結し、
その中で「地域・国内・グローバルレベルの共
同体との継続的な対話を通して、多様性、包摂
性、理解、受容、社会的責任を促進させていく」
ことを効果的な教員養成プログラムの原則の一
つとし、プログラム上で多様性を扱うことの
重要性に触れている（Association of Canadian 
Deans of Education, 2006）。しかし、この合意は、
アメリカの NCATE の多文化教育に関するスタ
ンダードとは異なり、基準に沿うことを各大学
に要求するものではない。
　オンタリオ州の大学が教員養成プログラムを
開講するためには、1996 年に設置されたオンタ
リオ州教員協会（Ontario College of Teachers: 
OCT）という教員養成の独立機関に申請し、課
程認定を受けなければならない。課程認定の
要件は、「オンタリオ州教員協会法施行規則・
オンタリオ州教員養成プログラムの課程認定
にかかわる規則（Ontario College of Teachers 
Act, 1996, Ontario Regulation 347/02）」（以下、
OCT 課程認定規則）に教員組織や教育実習な
ど 15 項目が定められている。しかし、これら
15 項目は基本的事項に留まり、教員養成プロ
グラムで開講しなければならない科目について
の細かい規定はない。各科目をどのような内容
構成とするか、どの科目を必修科目、選択科目
とするかは各大学に任されており、OCT は各
大学から提出されたカリキュラムなどに関する
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された（Alfaro & Quezada, 2010; Cruickshank 
& Westbrook, 2013; Cushner & Mahon, 2002; 
Mwebi & Brigham, 2009）。
　1972 年発足のアメリカの 15 大学が参加する
海外教育実習コンソーシアム（The Consortium 
for Overseas Student Teaching）によるプロ
グラム、アメリカを中心に英語圏の大学が独自
に教員養成系学生を海外のインターショナル
スクールなどに派遣して教育実習を行わせる
取り組みなど、1970 年代から行われてきたも
のもある（Cushner & Mahon, 2002; Quezada, 
2004; Cushner, 2007; Kelleher & Williams, 1986; 
Stachowski & Sparks, 2007）。そして近年では、
大学が実施するのではなく、海外教育実習を希
望する学生や学生の派遣を希望する大学と受け
入れ校との仲介を行う民間団体も登場し、代
表的なものとしては 1989 年発足の Educators 
Abroad Ltd. が あ る（Kissock & Richardson, 
2010）。
　アメリカでは海外教育実習の実習形態におい
て、（1）アメリカンスクールなどでアメリカの
カリキュラムを英語で教える、（2）カナダ、イ
ギリス、南アフリカ、オーストラリアなどアメ
リカ以外の国の公立や私立学校でその国のカリ
キュラムを英語で教える、そして（3）第二言
語の運用能力がある学生や外国語教員免許の取
得を目指す学生が英語以外の言語を用いて教
えるというように、いくつかの選択肢があるこ
とから、これまでにアメリカの大学で最も盛
んに実施されてきている（Mahon & Espinetti, 
2007）。また、海外教育実習の参加学生への
影響やプログラムの効果に関する実証研究な
どが多いのも、アメリカである（Chinnappan, 
McKenzie, & Fitzsimmons, 2013; Cusher, 2007; 
Cushner & Mahon, 2002; Mahon & Cushner, 
2007; Quezada & Alfaro, 2007a; Quezada & 
Alfaro, 2007b; Stachowski & Sparks, 2007）。
　これらの研究で明らかにされた海外教育実習
によって得られる効果としては、一定期間、自
分の家や学校や友人など居心地のよい場から離
れて、著しく異なった環境で生活し教育活動に
従事する機会であり、同じ場所から来た友人と
一緒に過ごす可能性がある海外留学と異なり、
海外教育実習期間中は基本的に一人となり自信

リオ州のカリキュラムを用いて、すべての子ど
もに関係し、個人の強みやニーズに対応し、健
全な学校づくり、子どもやその家族の健康や福
祉を進めることが出来る、文化的に関連性が高
く、敏感なカリキュラム内容、指導法、評価方
法についての知識と運用能力（p.31）」、「異文化
コミュニケーションの力や文化的知識、社会正
義にかかわる課題やすべての子どもに期待をす
る際に考慮する公正性と卓越性との強い関係性
への理解（p.31）」などである（Ontario College 
of Teachers, 2014）。
　教員養成プログラムの改定以前は、課程認定
要件にある『教職のための実践基準（Standards 
of Practice for the Teaching Profession）』の中
で、オンタリオ州で働く教員に求められる技術、
知識、態度の一つとして「教員はすべての子ど
もに、公平に尊敬を持って、対応する。」とい
う項目が設定されているのが、多様性に対応で
きる教員の養成に関する唯一の記述であった 2)。
　このように多様性に対応できる教員養成につ
いての州の統一方針とも言える項目が設定され
たことは、大きな進展と言える。しかし、課程
認定要件をどのように解釈してどのような内容
の教員養成プログラムへと作り上げていくか
は、依然、各大学の裁量に任されている。先に
触れた新しい教員養成プログラムに取り入れて
いくことが期待される内容についても、各大学
の判断でそれぞれの教員養成プログラムに反映
されるため、取り組みの度合いや内容は大学に
よって異なることとなる。

2. 移民受け入れ社会で発展してきた海外教育実習
(1) 海外教育実習の動向
　海外教育実習 3) は、アメリカ、カナダ、オー
ストラリアなどの移民受け入れ社会の大学で開
発され、実施されてきた。当時、これら移民受
け入れ社会の学校では多様な文化的背景を持
つ子どもが増える一方、教員養成系の学生は
民族、社会経済階層、性別などの面で同質で
あり、多様な文化への接触経験の少ない者で
占められていた。このため、海外教育実習の
多くは、将来、自国の学校で教員となる人材
に、国際経験を積ませ、異文化理解力や多文化
対応能力を身に付けさせることを意図して導入
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University）の 4 校である 5)。本稿では、これ
ら 4 校の中でも、実績、規模の大きさでも随一
を誇るニピシング大学の海外教育実習を対象に
考察を進める。

(2) ニピシング大学海外教育実習の概要
　オンタリオ州のニピシング大学は、本部キャ
ンパスおよび二つの地域キャンパスの計 3 キャ
ンパスに約 5,600 人の学生を擁し、カナダでは
中規模の公立総合大学である。師範学校を前身
とする大学であるため、教員養成プログラムに
は定評があり、海外教育実習を含め充実した教
員養成教育を行っている。
　ところで、オンタリオ州の公立学校で教員と
して働く場合、OCT によって認定を受けた教
員資格が必要となる。教員資格を得るために
は、OCT が定めた一定の条件を満たす高等教
育機関の学士課程（最低 3 年間）と 2 年制の教
員養成プログラムを修了した後、各自で OCT
に会員登録をする必要がある。教員資格は教
える対象の学年が幼稚園から 3 年生までのプ
ライマリー（Primary）、4 ～ 6 年生のジュニア

（Junior）、7 ～ 9 年生のインターミディエイト
（Intermediate）、そして、10 ～ 12 年生のシニ
ア（Senior）の 4 分類された段階から連続する
二つの段階を組み合わせた 3 種類、つまりプラ
イマリー＆ジュニア（P/J）、ジュニア＆インター
ミディエイト（J/I）、インターミディエイト＆
シニア（I/S）で取得することになる。J/I と I/
S では指導教科の中から 1 教科を選択しなけれ
ばならない。教員養成プログラムを履修する際
は、次の二つのパターンのいずれかを選ぶ。併
修型プログラムは、学士課程の学位取得と教員
養成プログラム修了に必要な科目・単位を同時
並行で履修するプログラムであり、もう一方の
連続型プログラムは、学士課程修了後に教員養
成プログラムの科目・単位のみを 2 年間で履修
するものである。いずれのプログラムでも最低
80 日間の教育実習が必修とされる。
　なお、オンタリオ州では 2015 年度より、従
来のものから最低修業年限と必修の教育実習日
数が倍増した 2 年制の教員養成プログラムに改
編されたため、以下のニピシング大学の教員養
成プログラムについての記述は 2014 年度まで

がつきやすい経験となることなどがある。また、
海外教育実習に参加することによって持続的に
直に異文化に触れる経験が可能となり、その経
験は国際化が進む時代の教職者にとって必要と
なるコミュニケーション能力など対人関係にか
かわる力の育成に大きな影響を与える。さらに
は、海外教育実習は教師の専門性にも大きな影
響を与えることが、数々の先行研究で明らかに
されている。実習先の文化環境に根ざした教育
システム、制度、教育方法などに触れる機会で
あるため、それまでに学んできた教育哲学や教
育方法を客観的に見ることができる。文化的知
識やグローバルな見識が増え、異なった文化的
背景を持つ子どもや現地の教員らとの交流を通
して多文化教育の価値を理解できるようになる

（Cushner & Brennan, 2007）。
　カナダの大学による海外教育実習は、アメリ
カよりも遅れて、1980 年代以降始まったとさ
れ る（Tessaro, Brewer, & Cantalini-Williams, 
2014）。1972 年にニューファンドランド州の
ニューファンドランドメモリアル大学教育学部
がイギリスにある海外キャンパスを拠点に開始
した教育実習がカナダの大学による海外教育実
習の最も古い事例と考えられるが、これは普段
の環境と文化的・言語的な差の少ないイギリス
の公立学校において英語で教育実習を行うもの
であった（Kelleher & Williams, 1986）。
　オンタリオ州では、過去数年にわたり州内の
公立学校の教員数の余剰により新規教員の採用
が停滞しており、教員養成プログラム修了者の
就職難が続いている。これを背景に、大学卒業
後に海外のインターナショナルスクールなどの
教員となる者が増えており、現役の教員養成系
学生の間でも海外で教えることに対する関心が
高まっているという。たとえ海外であっても卒
業後すぐの教職経験が、将来的に州内の学校へ
就職する際に有利な条件となると考えられてい
る 4)。
　現在、オンタリオ州内に教員養成プログラム
を持つ大学は 18 校あり、その中で、海外教育
実習を実施している大学は、ニピシング大学

（Nipissing University）、ブロック大学（Brock 
University）、ウィルフリッド・ローリエ大学

（Wilfrid Laurier University）、ヨーク大学（York 
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ばならない。選考は、学業成績、国内の教育実
習の成績評価、志望動機などを判断材料に行
われる。選考に合格した学生を学部教員 2 名が
全 3 週間の日程の引率を含めて事前指導から一
貫して指導し、参加学生はイタリア滞在中、初
等中等教育段階の公立学校で平均 10 日間、英
語を教える。実習を行う学校は、ニピシング大
学と公式の交流協定を結んでいるイタリアの大
学との連携・協力体制で選定される。公立学校
に所属するイタリア人の英語科教員が受け入
れ教員となり、受け入れ教員 1 人が教育実習
生 3 ～ 4 人の指導を担当する。学生は、最初の
数日間、イタリア人教員の担当する英語科の授
業参観を行い、その後、教育実習生がカナダの
季節、スポーツ、動物などのテーマで授業を計
画し、指導実習を行う。対象学年は第 1 学年か
ら第 8 学年までと幅広い。また、イタリア滞在
中、イタリアの協定大学の教員や教員養成プロ
グラムに在籍するイタリア人学生とそれぞれの
国の教育システムや教員養成制度について、プ
レゼンテーション、情報や意見の交換を行う機
会があり、双方の学生にとって貴重な国際経験
となっている（Tessaro, Brewer, & Cantalini-
Williams, 2014）。
　一方、本部キャンパスは、海外教育実習を希
望する大学と受け入れ先の仲介を行う非営利の
民間団体を通して学生をケニア、ニカラグアな
どにおける海外教育実習へ派遣しているが、イ
タリアへの派遣同様、学内で応募者を選考し、
学部教員が引率する。ケニアの海外教育実習
プログラムでは、3 か月前から参加学生が週に
1 度 1 時間集まって準備の話し合いや作業を行
う。現地では 3 週間の滞在期間中、毎日午前に
4 時間半の教育実習、午後は授業準備や地元コ
ミュニティとの文化交流に充てられ、校舎の建
設作業なども行う。教育実習生は 3 人一組で、
一クラス平均 30 ～ 60 人の子どもを対象に第 2
学年から第 7 学年の授業を担当する。実習校は
仲介役のカナダの非営利民間団体が地元の子ど
も向けに建設し、運営支援を行っている学校で、
授業は英語で行われる。子どもにとっては、自
分の民族の言葉が第 1 言語、スワヒリ語が第 2
言語、英語は第 3 言語となる。実習生は全教科
を指導できることが求められる。現地で行う授

の 1 年制のものである。
　ニピシング大学は、本部キャンパスで併修型
と連続型の両方の教員養成プログラムを、地
域キャンパスで併修型プログラムを開講して
おり、すべてのプログラムで州の規定にある
最低 40 日間をはるかに超える時間数の教育実
習を必修としている。連続型で 13 週間（65 日
間）、併修型で 21 ～ 23 週間（105 ～ 115 日間）
の教育実習を必修と定めている。地域キャンパ
スの併修型プログラムに在籍する学生は、入学
後最初の 3 年間は毎年、学期中週 1 回、地元の
小・中学校で教育実習を行い、4 ～ 5 年目にそ
れぞれ 3 週間の教育実習に計 3 回参加する。そ
のうちの 1 回分は、オンタリオ州の公立学校
以外の教育関係の施設を実習先とする選択実
習（Alternative Practicum Placements） を 行
わなければならず、学生は療育施設、野外活動
センター、博物館など自分で実習先を選定する
か、教育学部が主催する海外教育実習に参加
する（Nipissing University, Schulich School of 
Education, 2014）。
　教育学部による海外教育実習は、二つのキャ
ンパスで実施されており、2014 年度は、本部
キャンパスがエクアドルとニカラグアへ、地
域キャンパスの一つからイタリアとエクアド
ルへ学生を派遣した。これら 3 か国以外にも
海外教育実習生を派遣した実績があり、二つ
のキャンパスあわせた派遣先は、カメルーン、
中国、エジプト、イギリス、ケニア、ジャマ
イカである。ニピシング大学の海外教育実習
は、実習担当の学部教員らによってその効果
や課題についての研究報告も盛んに行われて
おり、カナダの海外教育実習先進校の一つと
言 え る（Black & Bernardes, 2014; Cantalini-
Williams & Tessaro, 2011; Grierson & Denton, 
2013; Maynes, Allison, & Julien-Schultz, 2012; 
Tessaro, Brewer, & Cantalini-Williams, 2014）。
ニピシング大学地域キャンパスのイタリアで行
われる海外教育実習は、2006 年度から開始さ
れ、全学生（1 学年 140 人）のうち海外教育実
習に参加する学生の割合は毎年約 30％を推移
しているという。イタリアでの実習に参加する
ためには、4 年次生であることという条件の他、
学生は選考に応募し、費用も自己負担しなけれ
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教育実習の参加希望者は、海外教育実習に参加
する前に国内で教育実習を経験しておくことを
推奨している。授業設計、生徒の評価、学級経
営、長期的な視野に立った計画設定など教育実
習につきものの課題や困難を国内実習で経験す
ることができ、国内の慣れた学校環境で担任教
師や指導教員の支援を受けつつ、経験と自信を
得ることができるからである（Stachowski & 
Sparks, 2007）。ニピシング大学で海外教育実
習の参加対象とされているのは、本部キャン
パスでは、海外教育実習までにオンタリオ州
内の学校で 1 回につき 4 週間行われる教育実
習を 4 回履修している学生であり（Grierson & 
Denton, 2013）、イタリアの海外教育実習につ
いては、3 年次生まで毎年、学期中週 1 回、地
元の小・中学校で教育実習を行っていた学生で
あ る（Tessaro, Brewer, & Cantalini-Williams, 
2014）。国内の教育実習で得た経験と自信を海
外教育実習で活用していけるような制度設計と
なっているのである。
　そして、ニピシング大学の教員養成プログラ
ムは、学生自身が一連のカリキュラム上に海外
教育実習を位置づけていくことが可能な構成と
なっており、この点も海外留学の教員養成プロ
グラムへの統合の観点から評価できる点であ
る。州の規則で定められた最低 40 日間（2014
年度まで）よりも大幅に多い時間数の教育実習
を必修とし、併修型プログラムの場合は州内の
公立学校以外の場で行う選択実習を全員に義務
づけている。選択実習の実習先の選択肢の中に
は、海外教育実習も含まれており、海外教育実
習はカリキュラム上、選択必修科目の位置づけ
となる。選択必修科目としての海外教育実習は、
学生の履修計画に組み入れやすいという利点が
ある。大学側も毎年一定の参加者を見込めるこ
とから、準備や運営を進めやすくなる。併修型
プログラムの学生の海外教育実習への参加率が
約 30％と高いが、これは海外教育実習が選択
必修科目に位置づけられていることによるもの
と考えられる。
　また、改定後の 2 年制教員養成プログラムの
課程認定規則では、学校や子どもの多様性に対
応するために教員養成プログラムで扱うべき項
目が増え、多様性に対応できる教員の養成を意

業の計画や準備には、引率教員の助言を受ける
ことができる（Grierson & Denton, 2013）。
　ニピシング大学の海外教育実習に参加した学
生を対象にフォーカスグループ、インタビュー
などの調査方法を用いて行われた研究調査で
は、異文化理解力やグローバルな視野の獲得、
グローバル志向や第二言語指導力の向上、異な
る教授法や学習指導環境からの気づき、地元コ
ミュニティとの関係づくりからの学びなど海外
教育実習が参加学生に様々な好影響を与えたこ
とが明らかにされている（Black & Bernardes, 
2014; Cantalini-Williams & Tessaro, 2011; 
Grierson & Denton, 2013; Maynes, Allison, 
& Julien-Schultz, 2012; Tessaro, Brewer, & 
Cantalini-Williams, 2014）。

3. 海外教育実習の教員養成プログラムへの統合
の実態と課題
　こうした高い効果をあげているニピシング大
学の海外教育実習について、海外留学の教員養
成プログラムへの統合という観点から考察す
る。
　まず、ニピシング大学の海外教育実習は、開
発から、運営、参加者選考、事前指導や引率と
いった参加学生の指導に至るまで教育学部の担
当教員が一貫して携わっており、教員養成プロ
グラムの中でうまく機能している取り組みであ
ると言える。また、教育学部主導で実施されて
いるが、危機管理教育や渡航手続きのサポート
などは大学国際部の連携を得ながら運営されて
おり、大学全体で実施される看板プログラムと
なっている 6)。
　次に、海外教育実習の実施時期が、教員養
成プログラムのカリキュラムとのつながりを
考慮し設定されたものとして評価できる。同
大学は、海外教育実習への参加にあたっての
条件として、本キャンパスに在籍する希望者
は、併修型プログラム 5 年次生あるいは連続型
プログラム在籍学生であること、イタリアで実
習を希望する場合、併修型プログラムの 4 年次
生と規定している。スタホブスキーとスパーク
ス（Stachowski, L. & Sparks, T.）は、アメリ
カ・インディアナ大学の海外教育実習プロジェ
クトに 30 年以上携わってきた経験から、海外
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リフォルニア教員資格認定委員会（California 
Commission on Teacher Credentialing: CCTC）
が認定する初等教員資格に加えて、同様に州の
正式な資格として認められる「バイリンガル
異文化・異言語教育（Bilingual Cross-Cultural 
and Language Academic Development : 
BCLAD）」の教員資格を取得することができた

（Quezada & Alfaro, 2007a）。なお、2008 年に
CCTC が BCLAD を再編成してバイリンガル教
育の新しい教員資格要件を創設し、州内のバイ
リンガル教育が行われている公立学校などにお
ける実習を必修化したことなどもあり、メキシ
コで海外教育実習を行う ITEP は廃止されたと
考えられる。
　ITEP では、参加者は、最初にこのプログラ
ムを主導するサンディエゴ州立大学のキャンパ
スに計 3 か月間滞在し、関連する講義や海外教
育実習の事前指導を受講する。その後、メキシ
コ中部のケレタロ州に 9 か月間滞在し、海外教
育実習を実施する。メキシコ滞在中は地元の家
庭でホームスティをしながら、地元の教員養成
学校でメキシコ人教授陣から教授法などの講義
をスペイン語で受講する。そして、ケレタロの
公立学校で 8 週間、私立学校で 2 週間、先住民
学校で 3 週間というように 3 か所でスペイン語
を用いて教育実習を行う。メキシコでの海外教
育実習終了後はサンディエゴ州立大学に戻り、
カリフォルニア州の教員資格取得に必要な科目
の授業を受講し、サンディエゴ近郊のバイリン
ガル教育を行っている公立小学校で 10 週間の
教育実習に参加する。ITEP の開設までには、
カリフォルニア州の小学校カリキュラムと学生
が実習を行うメキシコの小学校カリキュラムの
間の相違点の調整、メキシコ政府へのプログラ
ム実施の認可申請、CCTC への課程認定申請の
手続きと数々な難題を解決しながらの準備が行
われた。1994 年から 2006 年までの 12 年間でこ
のプログラムに参加し、修了した学生は 200 人
ほどと多くはなかったが、修了生の 80％が卒業
後、バイリンガル教育の学校環境で教職に従事
しているという（Quezada & Alfaro, 2007b）。

おわりに
　ニピシング大学では、海外教育実習の教員養

識した教員養成プログラム作りを各大学に明確
に要請する内容となっていることがわかる。リ
ソースガイドで例示されている知識や能力を、
海外教育実習への参加によって身に付けていく
ことは、海外教育実習の効果や参加学生への影
響についての先行研究の結果から考えても十分
可能だろう。ニピシング大学で行われている海
外教育実習は、オンタリオ州の新しい教員養成
プログラムが目指す教員の養成にも適した取り
組みと言える。
　今後、さらなる発展が期待される海外教育実
習であるが、現在オンタリオ州の大学で実施さ
れている海外教育実習はいずれも選択制であ
り、このことはプログラムの維持と拡大には不
安定な要素となる。オンタリオ州の課程認定規
則では、教員養成プログラム在学生に、オンタ
リオ州のカリキュラムに沿った教育を行ってい
る学校や OCT が認めた教育機関において一定
の条件の下で教育実習を行うことを義務づけて
いる。教育実習はいくつかの実施要件も定めら
れており、OCT の会員である現職教員の監督・
評価を受けて実習を行わなければならない。こ
の条件の下で海外教育実習を実施することは実
質的には難しいため、州の規則で教員免許取
得要件となっている教育実習を海外教育実習に
よって充当することはできず、ニピシング大学
を含むオンタリオ州内で海外教育実習を実施す
る 4 大学ではいずれも選択制で行われてきた 7)。
　こうした法規則、課程認定規則との整合性に
ついての問題を考える時、アメリカ・カリフォ
ルニア州立大学（California State University: 
CSU）の 10 の大学が参加して初等教員養成課
程に所属する学生向けに開講していた英語とス
ペイン語のバイリンガル教育教員養成プログ
ラム「国際教師教育プログラム（International 
Teacher Education Program: ITEP）」 が 参 考
になる（Quezada & Alfaro, 2007a）。ITEP は、
カリフォルニア州の学校で英語以外の言語を母
語とする子どもの在籍数が増え、バイリンガル
教員のニーズが高まったことから、バイリンガ
ル、異文化理解能力のある教員の養成を目指し
て、1994 年にメキシコ政府教育省との連携で
開発された。このプログラムの修了者は、カリ
フォルニア州の公的教員資格認定機関であるカ
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参加する「内的、本質的動機」があるように、
教員養成においても学生が受講科目や参加プロ
グラムを選択するにあたり、「外的、非本質的
な動機」と「内的、本質的な動機」のいずれか
が機能することが考えられる（八尾坂、2005）。
ニピシング大学でも海外教育実習が参加学生に
好影響を与えることが実証研究でも明らかにさ
れているが、昨今の深刻な就職難をふまえると、
海外教育実習参加にあたり将来の州内の学校へ
の就職に有利という「外的、非本質的な」動機
を持つ学生の存在も否定できない。州内の学校
の雇用の改善が見込まれる今後は、海外教育実
習における経験を学生が卒業後に州内の学校教
育の場でいかに活かしていくかを意識させるよ
うな働きかけや指導が必要となっていくだろ
う。

註

1）　日本学生支援機構の調査によると、2013
年度に海外の大学等との学生交流に関する
協定等に基づき教育または研究等を目的と
して留学した日本人学生の数は、45,082 人
であった。5 年前の 2008 年度は 24,508 人
であったため、約 2 倍の増加である（日本
学生支援機構、2010；日本学生支援機構、
2015）。

2）　オンタリオ州の教員養成プログラムの
課程認定要件である 15 項目の中の一つ
に、OCT が教員の日々の教育活動、専門
的な知識や技術の向上のための基準とし
て作成している『教職のための実践基準

（Standards of Practice for the Teaching 
Profession）』 と『 教 職 の た め の 倫 理 基
準（Ethical Standards for the Teaching 
Profession）』という二つの基準に含まれる
方針や理念を教員養成プログラムに反映さ
せることが示されている。

3）　「海外教育実習」を指す用語は様々で、ア
メ リ カ で は overseas student teaching, 
international student teaching、カナダで
は international teaching practicum、オー
ストラリアでは international practicum と
いう呼称が主に使われている。

成プログラムへの統合が有機的に図られつつ、
多様性に対応できる教員の育成が行われている
ことがわかった。2015 年度からの 2 年制教員
養成プログラムでも多様性への対応に関わる知
識や能力を育成していくことが各大学に期待さ
れており、海外教育実習は教員養成系学生がオ
ンタリオ社会の多様性に対応できる力を培って
いくための有効な手段となりうる。このように、
カナダの大学で行われている海外教育実習は、
グローバル人材の養成が急務となっている日本
の大学の教員養成課程にも多くの示唆を与える
優れた先行事例である。
　しかし、課題も残されている。ニピシング
大学などのオンタリオ州の大学の海外教育実
習は、現行の法規則、課程認定規則との整合
性において問題を抱える。アメリカ・カリフォ
ルニア州で需要の高まるバイリンガル教員の養
成・輩出に多大な貢献をした ITEP の例で見た
ように、ITEP では基礎資格となる初等教員資
格取得にかかわる科目、そして、BCLAD の資
格取得のため講義科目・実習の両方をカリフォ
ルニア州内とメキシコで履修できるよう制度設
計が行われ、海外留学の教員養成プログラムへ
の統合が図られていた。オンタリオ州の大学が
海外教育実習の拡充・発展を目指すためには、
ITEP のような海外教育実習の参加が教員資格
の取得に直接結びつくような仕組み作りに取り
組んでいくことが求められる。
　また、2015 年度からの 2 年制教員養成プロ
グラムへの改編は、オンタリオ社会の現代的な
諸課題に対応するためでもあったが、州政府は
同時に各大学の教員養成プログラムの入学定員
を現行の半分に減らし、州全体で 1 学年の定員
を 4,500 人にまで引き下げており、深刻な就職
難の状況が続くオンタリオ州の教員養成プログ
ラム新卒者の雇用を確保していくことも意図さ
れている。皮肉にも、これまでのオンタリオ州
の教員養成系学生の海外で教えることへの関心
の高まりや海外教育実習の発展は、州内の就職
難によって海外に目を向けざるを得ない事情か
らもたらされたものとも言われる。現職教員が
研修を受講する際の動機として、給与や昇進と
いった「外的、非本質的な動機」と教員自身が
学校で抱える問題解決やスキルアップのために
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4）　2014 年 11 月 18 日 に ウ ェ ス タ ン 大 学
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実施した聞き取り調査より。

5）　2014 年 11 月 17 日にニピシング大学ブラ
ントフォードキャンパスおよび同 18 日に
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